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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 2 and 3 of the

Detailed Regulations for the Application

of Accounting Regulations by Organiza‑

tion for Small＆Medium Enterprises and
Regional Innovation, JAPAN

 Not come under the category of anti‑

social forces defined by Article 2 of the

Regulations for Corresponding to Anti‑

Social Forces by Organization for

Small ＆ Medium Enterprises and Re‑

gional Innovation, JAPAN (Regulation

22, Item 37)

 Have Grade A or B in terms of the

qualification for participating in tenders

by Organization for Small＆Medium En‑
terprises and Regional Innovation, JA‑

PAN for FY 2017・2018 and 2019 Provi‑
sion of service : Information literacy, P‑

rovision of service : Development of soft‑

ware. Furthermore, when owning a uni‑

fied qualification for all ministries and

government offices, and is ranked A, B or

C, the applicant may use that qualifica‑

tion to compete in the bid

 Regarding other matters, see the bid

instruction manual

 Reception period of tender form (when

tendering by mail) : 5 : 00 PM September 18,

2018

 Contact Point for the notice : Makiko

Mita, Financial Management ＆ Account‑

ing Department, Organization for Small ＆
Medium Enterprises and Regional Innova‑

tion, JAPAN Toranomon No.37 Mori Buil‑

ding, 351, Toranomon, Minato‑ku
Tokyo 1058453, Japan. TEL 035470
1507 FAX 0354701512

 平成20年４月１日から本業務における申請
書及び資料の提出期限までに、元請けとして
同種業務を完了した実績を有している者であ
ること。履行が完了していない業務は実績と
して認めない。同種業務とは、以下から
全てを満たすサービス提供業務の完了した提
供実績とする。
 社内ＬＡＮとインターネットの接続・中
継
 メール送受信の中継
 プライバシーマーク制度の認定、またはＩ
ＳＯ27001（ＩＳＭＳ）の認証を取得してい
ること。
 電気通信事業者の資格所有を証明した者で
あること。
 仕様書で示す技術仕様を満足すること。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずるものとして、
水資源機構発注業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問い合わせ先
〒3306008 埼玉県さいたま市中央区新都
心11番地２ 独立行政法人水資源機構 技術
管理室契約企画課 松崎 電話048600
6534 ＦＡＸ0486006588

 入札説明書の交付場所及び交付方法 別途
指定するアドレスからのダウンロードによ
る。詳細については、上記３まで問い合わ
せをすること。
 入札書の受領期限 平成30年９月19日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成30年10月10日
11時00分 独立行政法人水資源機構 本社
７階入札執行室

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
本案件は、競争資格確認のための証明書等（以
下「証明書等」という。）及び総合評価技術資料の
提出対象案件です。

また、本案件は、「女性の活躍推進に向けた公共
調達及び補助金の活用に関する取組指針」（平成28
年３月22日すべての女性が輝く社会づくり本部決
定）に基づき、ワーク・ライフ・バランスを推進
する企業として関係法令（女性活躍推進法、次世
代育成支援対策推進法、青少年雇用促進法）に基
づく認定を受けた企業及びそれに準ずる企業を評
価（認定企業等を加点）する対象案件です。
平成 30 年７月 31 日

独立行政法人水資源機構契約職
副理事長 佐藤 具揮

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量 インターネットプロバイダ
サービス提供業務 一式
 業務の特質等 入札説明書による
 契約期間 契約締結の翌日から平成36年１
月31日
 提供期間 平成31年２月１日から平成36年
１月31日
 提供場所 埼玉県さいたま市中央区新都心
11番地２ 独立行政法人水資源機構本社及び
データセンタ
 入札方法 落札者の決定は、総合評価の方
法をもって行う。
 総合評価のための専門的知識、技術及び
創意等に関する書類(以下「総合評価技術
資料」という。)を提出すること。
 入札書に記載された金額に当該金額の
100分の８に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、そ
の端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は消費
税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額の108分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格 以下の条件を全て満たし、本
件に係る一般競争入札参加資格を有すると確認
された者とする。
 物品等の調達に関する契約事務処理要領第
５条第２項の規定に該当しない者であるこ
と。

 当機構における平成29・30年度一般競争
（指名競争）参加資格業者のうち、物品製造
等の業務区分「ソフトウェア、情報処理、提
供サービス」の認定を受けており、かつ営業
品目の「ソフトウェア・プログラム等のシス
テム開発・保守等」に登録していること。た
だし、本公告時に一般競争（指名競争）参加
資格の認定を受けていない者についても、一
般競争参加資格及び総合評価技術審査申請書
（以下「申請書」という。）、一般競争参加資
格及び総合評価技術審査資料（以下「資料」
という。）を提出することができるが、競争に
参加するためには、開札の時において、一般
競争（指名競争）参加資格の認定を受け、か
つ、競争参加資格の確認を受けていなければ
ならない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、一般競争（指名競
争）参加資格の再認定を受けていること。
 当機構における指名停止の期間中でないこ
と。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書のほかに本
公告の競争参加資格を有することを証明する
書類を、本公告３の入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。また、開札日の
前日までの間において当機構から当該書類に
関し説明を求められた場合にはそれに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者、入札条件に違反した者又
は入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。予定価格の制限の範囲内で入札を行った
者のうち、価格と価格以外の要素を総合的に
評価して得られる数値の最も高いものを落札
者とする。ただし、落札者となるべき者の入
札価格によっては、その者により当該契約の
内容に適合した履行がなされないおそれがあ
ると認められるとき、又はその者と契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち評価値の
最も高い者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
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